
 

原爆症認定制度の在り方に関する検討会開催要綱 

 

１．目的 

  原爆症認定制度については、平成２１年１２月に成立した「原爆症認定集

団訴訟の原告に係る問題の解決のための基金に対する補助に関する法律」の附

則において、原爆症認定制度の在り方について検討する旨が規定され、平成 

２２年８月に、内閣総理大臣から原爆症認定制度の見直しの検討を進めること

が表明されたところである。  

  これを踏まえ、原爆症認定制度の在り方について検討を行い、その結果に

基づいて必要な措置を講ずることとするため、厚生労働大臣の主催により、学

識経験者及び関係団体等の有識者からなる「原爆症認定制度の在り方に関する

検討会」を開催する。  

 

２．構成員 

（１） 本検討会は、厚生労働大臣が関係者の参集を求め、開催する。 

（２） 本検討会の参集者は、学識経験者及び関係団体等の有識者とし、別紙 

に掲げる者とする。 

（３） 本検討会の参集者のうち１名を座長として、厚生労働大臣が指名す 

る。 

（４） 本検討会には、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。 

 

３．運営方法 

（１） 本検討会は、公開とする。 

（２） 本検討会の庶務は、厚生労働省健康局総務課原子爆弾被爆者援護対策

室において行う。 

（３） この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関し必要な事項は、

本検討会において定める。 
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